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消 費 者 委 員 会 と地 方 消 費 者 行 政  

             消 費 者 委 員 会 委 員 長 （東 京 大 学 教 授 ） 

                   河 上  正 二  

 

１ 消 費 者 委 員 会 は、平 成 21 年 9 月 １日 、消 費 者 庁 及

び消 費 者 委 員 会 設 置 法 の施 行 に伴 い、内 閣 府 に消 費 者

庁 とは切 りはなされた形 で設 置 された新 しい組 織 （いわゆる

8 条 委 員 会 ）で、重 要 な消 費 者 問 題 について、自 ら独 立 し

て調 査 ・審 議 し、関 係 省 庁 に対 して必 要 な建 議 等 を行 うと

ともに、諮 問 に応 じて「審 議 会 」としても活 動 し、他 方 で、消

費 者 庁 をはじめとする関 係 省 庁 の消 費 者 行 政 全 般 に対 し

て独 立 して「監 視 機 能 」を果 たすという幅 広 い任 務 を帯 び

た第 三 者 機 関 である。同 時 に、消 費 者 の声 を、行 政 に届

け る と い う 「 パ イ プ 機 能 」 も 期 待 さ れ て い る 特 殊 な 委 員 会 で 、

世 界 的 にも、こうした多 面 的 機 能 を有 する消 費 者 委 員 会

の例 は珍 しい。 

２ 昨 年 ９月 に、第 ２次 の消 費 者 委 員 会 が立 ち上 がり、現

在 １０名 の委 員 がその職 務 に従 事 している。委 員 会 の下 部

組 織 には、２つの部 会 （食 品 表 示 部 会 、新 開 発 食 品 調 査

部 会 ）があり、その他 必 要 に応 じて、消 費 者 安 全 専 門 調

査 会 のような専 門 調 査 会 での審 議 を進 めていくことになっ

ている。 

３ 委 員 会 は発 足 以 来 、さまざまな消 費 者 問 題 について

審 議 を行 い、建 議 や提 言 等 を行 ってきた(→資 料 参 照 ）。

例 えば、エステ・美 容 医 療 に関 するトラブル、住 宅 リフォー

ムに関 する消 費 者 問 題 、投 資 用 マンションの勧 誘 被 害 、

有 料 老 人 ホームの契 約 問 題 、自 動 車 リコール制 度 等 につ

いて、関 係 省 庁 に対 する「建 議 」を行 い、一 定 期 間 経 過

後 に、改 善 状 況 等 についての報 告 を求 めている。また、貴

金 属 等 の訪 問 買 取 り被 害 、決 済 代 行 業 を経 由 したインタ

ーネット取 引 被 害 、未 公 開 株 取 引 被 害 、こんにゃく入 りゼ

リー事 故 に関 する「提 言 」等 を行 っており、その後 の制 度 の

改 正 や運 用 改 善 に結 びつけるなど、相 当 の成 果 を上 げて

いる。 

４ 最 近 では、「消 費 者 基 本 計 画 の平 成  23  年 度 の実

施 状 況 に関 する検 証 ・評 価 及 び計 画 の見 直 しに向 けての

意 見 」や「住 宅 用 太 陽 光 発 電 システムの販 売 等 に係 る消

費 者 問 題 についての提 言 」などを出 し、また、昨 年 12 月 か

らワーキング・チームによって、消 費 者 契 約 法 （実 体 法 部

分 ）の見 直 しに向 けた検 討 作 業 も行 っている。 
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 ちなみに、本 年 2 月 末 に発 出 した「公 共 料 金 問 題 につ

いての建 議 」に関 しては、周 知 のように、福 島 原 発 事 故 の

あおりを受 けて、電 力 需 給 が大 幅 な影 響 を受 け、発 電 コス

トの上 昇 を理 由 に東 京 電 力 が経 済 産 業 省 に対 して電 力

料 金 値 上 げ申 請 をしており、これへの対 応 が現 下 の重 要

な課 題 の一 つとなっている。 

 

５ 今 回 の中 心 テーマである地 方 消 費 者 行 政 の活 性 化 に

ついては、すでに第 1 次 消 費 者 委 員 会 が、専 門 調 査 会 か

らの報 告 書 をもとに、「地 方 消 費 者 行 政 の活 性 化 に向 けた

対 応 策 についての建 議 」 ( 平 成 23 年 4 月 ) を発 出 し、第 2

次 委 員 会 でも、これを引 き継 ぐ形 で、親 委 員 会 本 体 にお

いて問 題 と取 り組 んでいる。 

 

明 治 以 来 の産 業 育 成 を中 心 とした行 政 の施 策 を、消

費 者 重 視 に転 換 するという大 きな目 標 を立 てて、消 費 者

庁 ならびに消 費 者 委 員 会 という新 たな組 織 が生 まれ、消

費 者 行 政 の一 元 化 による消 費 者 利 益 の保 護 ・増 進 が図

られつつある。しかしながら、国 全 体 として、消 費 者 行 政 の

強 化 を実 現 するためには、全 国 各 地 の現 場 において、消

費 者 に密 接 な立 場 で、商 品 ・サービスの安 全 、取 引 の適

正 、表 示 の適 正 といった諸 分 野 における施 策 が適 切 に講

じられ(執 行 機 能 ）、個 々の消 費 者 の直 面 するトラブル等 の

解 決 にあたるとともに(紛 争 解 決 機 能 ）、そこに潜 む新 たな

課 題 を掘 り起 し、国 にフィードバックしていくという「センサー

機 能 」の充 実 と情 報 提 供 機 能 の強 化 が重 要 な課 題 となっ

ている。これには、組 織 体 制 の充 実 と同 時 に、その問 題 解

決 能 力 と質 を高 めるべく、優 れた専 門 的 知 見 を有 する担

い手 の育 成 や処 遇 の改 善 なども前 提 となる。 

 

 消 費 者 庁 は、平 成 21 年 以 来 、3 年 間 をめどとする、地

方 消 費 者 行 政 強 化 プランを策 定 し、当 面 のインフラ整 備

を試 みてきたところであるが、本 年 度 で、活 性 化 基 金 等 の

財 政 的 支 援 を伴 う集 中 ・育 成 強 化 期 間 が終 わろうとしてい

る。この間 、基 金 等 の効 果 もあって、消 費 者 センターが、全

国 で２００ケ所 、消 費 者 相 談 窓 口 が約 ２７０増 加 し、相 談

員 も５５０名 程 度 するなど、量 的 には一 定 の拡 充 が見 られ

たが（しかし、なお全 自 治 体 の１０％程 度 窓 口 未 設 置 の自

治 体 も存 在 するなど、地 域 によって温 度 差 が大 きい）、重

要 課 題 とされていた消 費 者 相 談 員 の地 位 ・待 遇 の改 善 な
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ど は 、 あ ま り 前 進 し て い な い 。 自 主 財 源 の 確 保 も 、 必 ず し も 、

安 定 しておらず、小 さな市 町 村 では基 金 への依 存 度 が５

割 を超 える状 況 にある。 

 

 このような状 況 下 で、集 中 育 成 ・強 化 期 間 以 降 の地 方

消 費 者 行 政 支 援 を効 果 的 に行 うためにはどうすればよい

かを、真 剣 に考 える必 要 がある。先 ごろ、消 費 者 庁 は、「地

方 消 費 者 行 政 の充 実 ・強 化 のための指 針 ( 原 案 ) 」をとりま

とめたが、どちらかというと地 方 の自 助 努 力 を強 調 し（「･･ ･ ･

を期 待 します」）、自 らは、その下 支 えに徹 しようとの姿 勢 が

伺 える。しかし、まだまだ立 ち上 がったばかりの地 方 消 費 者

行 政 を軌 道 に乗 せるには、地 方 の自 助 と現 場 のボランティ

ア精 神 のみに委 ねることは危 険 であり、下 手 をすると、せっ

かく育 ち始 めた芽 を枯 らせることにもなりかねない。少 なくと

も今 しばらくは、国 として、安 定 的 な財 源 確 保 を含 めた必

要 な支 援 策 を講 ずる必 要 がある。たとえば P I O - N E T の入

力 のように、国 の情 報 源 として活 用 する作 業 にも、それなり

の応 分 の財 政 的 負 担 が国 によって担 われることが望 まし

い。 

 また、①広 域 連 携 等 の推 進 による消 費 生 活 相 談 の充 実 、

②消 費 者 相 談 員 の身 分 の安 定 化 (雇 止 めの抑 制 ）や待

遇 改 善 、③相 談 等 の質 を維 持 ・向 上 させるための研 修 や

バック・アップ体 制 の確 立 、④法 執 行 力 を高 めるための警

察 との連 携 や、⑤生 活 困 難 者 や高 齢 者 を巻 き込 んだ消 費

者 問 題 の解 決 のための福 祉 部 局 との連 携 強 化 、⑥地 域

の現 場 で活 動 する多 様 な主 体 の参 画 による消 費 者 教 育

の充 実 、⑦自 治 体 における予 算 措 置 や適 正 な人 員 配 置

を 促 す た め の 国 の 実 効 性 あ る 支 援 の 在 り 方 な ど に つ い て も 、

推 進 していくことが必 要 である。これには、地 方 の首 長 をは

じめとする執 行 部 の熱 意 や、消 費 者 問 題 に対 する施 策 の

持 つ重 要 性 についての十 分 な理 解 が求 められよう。 

 とりわけ、今 日 の消 費 生 活 相 談 員 が行 う事 務 は複 雑 ・

多 岐 にわたり、また、それぞれの事 務 を的 確 に処 理 するに

は、専 門 的 知 見 や高 度 なスキルを要 することはいうまでもな

く、加 えて、継 続 的 な研 修 の積 み重 ねやベテランとの共 同

作 業 による知 識 ・能 力 の維 持 ・向 上 が不 可 欠 である。その

意 味 では、相 談 員 資 格 を法 的 に確 立 し、いわゆる雇 止 め

などによる地 位 や処 遇 の不 安 定 を早 急 に解 消 するする必

要 がある。関 連 して、消 費 者 行 政 に携 わる行 政 担 当 職 員

についても、消 費 者 マインドをしっかり持 って専 門 性 の高 い
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事 務 処 理 (執 行 ・企 画 立 案 ・庁 内 連 携 等 ）を機 動 的 にこな

せるだけの人 材 を、長 期 的 に育 成 することが課 題 であろう。 

 

 消 費 者 委 員 会 としては、現 場 の意 見 を十 分 に汲 み上 げ

て、国 の施 策 に反 映 せせるべく、今 後 とも、地 方 の声 に十

分 耳 を傾 けるよう努 めたい。その意 味 でも、消 費 者 団 体 と

の意 見 交 換 や、地 方 消 費 者 委 員 会 開 催 による地 方 との

意 見 交 換 な ど は 、 貴 重 な 機 会 で あ る 。 消 費 者 委 員 会 で は 、

活 性 化 基 金 終 了 後 、どのような支 援 策 を講 じるべきか、自

治 体 ヒヤリングや有 識 者 ヒヤリングを重 ねており、早 い時 期

に意 見 をとりまとめたいと考 えている。 

 

 「地 方 の時 代 」が語 られて久 しいが、地 方 消 費 者 行 政 の

充 実 は、まさに始 まったばかりといってよいほど課 題 山 積 で

ある。「地 域 主 権 」の強 調 や、自 治 事 務 としての消 費 者 保

護 行 政 の性 格 付 けにも限 界 があるように思 われる。国 と地

方 との適 切 な責 任 分 担 を考 えながら、互 いに連 携 を強 化

する必 要 があることはいうまでもない。 

 地 方 消 費 者 行 政 の支 援 のために、委 員 会 として、今 後

とも、現 場 との密 接 な関 係 を維 持 しつつ、全 力 をつくす所

存 である。  

 

 

 

 

＊第 1 次 委 員 会 以 来 の活 動 概 要 については、原 早 苗 「第

１次 消 費 者 委 員 会 の活 動 および今 後 の消 費 者 委 員 会 」

現 代 消 費 者 法 １３号 8 頁 以 下 参 照 。建 議 等 は、 h t t p : / / w

w w . c a o . g o . j p / c o n s u m e r / i i n k a i k o u h y o u /から見 ることがで

きる。 
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 １ 県における消費者行政の推進について               〔平成 24 年 6 月現在〕 

（１）千葉県総合計画（平成２２年３月策定） 

  県では、県民の「くらし満足度日本一」を基本理念として、１０年後の千葉県の目指す姿

と進むべき方向性を明らかにした『輝け!ちば元気プラン』を策定した。 

この計画は、「安全で豊かなくらしの実現」、「千葉の未来を担う子どもの育成」、「経済の

活性化と交通基盤の整備」という３つ基本目標からなり、これを達成するため、平成２２年

度から２４年度までの３年間に重点的に取り組む施策・取組（実施計画）として、「消費生

活の安定と向上」に関しては、次の５つの施策を掲げた。 

 ① だれもが、どこでも安心して相談できる体制づくり 

 ② 「自立し、考え、行動する消費者」となるための学習機会の確保と情報提供 

 ③ 悪質事業者の指導・取締りの強化 

 ④ 消費者の安心と信頼を高める事業経営の応援 

 ⑤ 食の安全・安心の確保 

 

（２）千葉県消費生活の安定及び向上に関する条例（平成２０年６月施行） 

   昭和５０年に制定された消費者保護条例に代わり、悪質商法、食品の偽装表示や危険な商

品・サービスから県民を守り、県民自らも自分を守るための基本的な枠組みを定めた「千葉

県消費生活の安定及び向上に関する条例」（消費生活条例）を制定し、平成２０年６月１日

から施行した。 

  条例の主な特徴として、 

 ○ 行政、事業者、消費者等の「連携・協働」 

 ○ 消費者の権利の尊重 

 ○ 消費者の自立の支援 

  を基本理念として、県、事業者、事業者及び消費者それぞれの果たすべき責務や役割を明

らかにし、安全、安心で豊かな消費生活を送るため、共に力を合わせてその実現に取組むこ

とを目指すとともに、施策を総合的かつ計画的に推進するため、基本計画を策定することと

している。 

 

（３）千葉県消費生活基本計画（平成２１年３月策定、計画期間：平成２１年度～２５年度） 

   消費生活条例に基づき、本県としては初めての消費生活に係る基本計画であり、『消費者 

元気 暮らしやすさ いちばんの ちば』を目指し、県・市町村・消費者・事業者が連携、

協働して消費生活の向上に取り組むこととしている。 

  期間中の課題として、 

 ① 誰もが、どこでも安心して相談できる体制づくり 

 ② 「自立し、考え、行動する消費者」となるための教育・学習機会の確保と情報提供 

 ③ 地域における安全・安心ネットワークの構築と強化 

 ④ 悪質事業者の指導強化と、事業者の自主的な取組の促進 

 ⑤ 行政、消費者・消費者団体、事業者・事業者団体の連携・協働を進めるための基盤づくり 

に重点的に取り組み、併せて具体的な目標を明確にし、施策の進捗状況を把握するための

指標を設定した。 
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２ 消費者行政推進の基盤づくり 

   平成２１年３月に策定した「千葉県消費生活基本計画」を推進する基盤づくりのための体

制を整備する。 

（１） 県消費者センターの中核的機能の強化 

    広域的な相談、市町村で処理することが困難な相談への助言指導や移送等による後方支

援や、相談業務に必要な講習会の開催、商品テストの実施等を通して、中核的機能の充実・

強化を図る。 

 

（２） 消費生活相談員等の養成 

○ 消費生活相談を担う人材の育成を図るため、国のガイドラインに基づく「消費生活相談員 

養成講座」及び県独自のプログラムによる消費生活講座を開催した。 

・「消費生活相談員養成講座」は、２１年度１６名（自治体参加３名・法人募集１３名） 

２２年度１３名（自治体参加３名・法人募集１０名）が講座を修了した。  

  ○ 地域における消費者行政の担い手や将来消費生活相談員を目指す者等を対象に各種 講座 

を開催した。 

・２１年度は、地域での消費者行政の担い手として「消費生活専門講座」を県内３地域  

 (成田、木更津、茂原)で実施し７４名が受講した。 

・２２年度は、消費者力を高めたい者を対象とした「消費者力アップ講座」を県内２会場 

（千葉市、松戸市）で実施し７５名が受講した。 

    ・２３年度は、消費生活に関心を有し、将来消費生活相談業務に従事することを目指

す方を対象に「消費生活基礎講座」を開催し４４名が受講（４２名修了）した。    

   

（３） 県民との協働による消費者行政の推進 

     消費者被害・拡大防止を防ぐため、それぞれの地域に居住する県民が消費生活に関する 

問題解決に向けた取組を支援するため、県民自らが企画、実施する事業を公募方式により 

委託実施する。 

・平成２１年度 １９団体２５事業実施 

・平成２２年度 ２０団体２３事業実施 

・平成２３年度 １７団体１７事業実施 

    

（４） 千葉県消費生活ネットワーク会議の設立 

    広域化・複雑化・悪質化する消費者問題に迅速に対応し、消費者被害の未然防止、 

   早期発見・解決を図るため、「消費者」「事業者」「行政」等の関係団体がネットワーク

を構築し情報の共有や意見交換等により相互の理解・協力を図り、連携・協働した取組 

   を進め、安全安心な消費生活の実現を目指すことを目的として 23 年 6 月 8 日設立。 

    ・ 消費者関係団体  ７団体 

    ・ 事業者関係団体  ７団体 

    ・ 専門家・団体   ４団体 

    ・ 行 政 機 関  ４団体 

    ・ オブザーバー等  県庁内関係各課、 市町村等 

  ※「千葉県消費者行政推進本部（仮称）」については、設置に向け現在、検討・準備中 
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３ 消費生活相談等の状況について 

  平成２３年度中に県消費者センター及び市町村の相談窓口に寄せられた消費生活相談 
件数は、43,777件で、前年度の 43,382件に比べ 95件（0.2％）増加しており、依然として 多
くの相談が寄せられている。  

○ 消費生活相談件数の推移 （県全体） 

 ※ 平成 23年度の相談内容については、現在分析中である。 

○ 相談の多い商品・役務及び件数 

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

１ 
ｵﾝﾗｲﾝ等 

関連ｻｰﾋﾞｽ 
7,809 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ ※ 6,269 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ 6,414

２ ﾌﾘｰﾛｰﾝ・ｻﾗ金 4,288 ﾌﾘｰﾛｰﾝ･ｻﾗ金 3,537 ﾌﾘｰﾛｰﾝ･ｻﾗ金 3,534

３ 商品一般 3,404 不動産貸借  2,031 不動産貸借 1,813

４ 不動産貸借 1,691 商品一般 1,726 工事・建築 1,366

５ 工事・建築 1,195 工事・建築 1,285 商品一般 929

６ 電話ｻｰﾋﾞｽ 774 四輪自動車 656 四輪自動車 735

７ ｴｽﾃﾃｨｯｸｻｰﾋﾞｽ 612 修理ｻｰﾋﾞｽ 565 修理ｻｰﾋﾞｽ 586

８ 四輪自動車 545
携帯電話 

ｻｰﾋﾞｽ ※ 
496

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 

接続回線 
501

９ 修理ｻｰﾋﾞｽ 514 新聞 443 携帯電話ｻｰﾋﾞｽ 491

１０ ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 449 ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 435 音響・映像機器 482

 ※ デジタルコンテンツ（21 年度新規項目） 

パソコンや携帯電話等により、インターネットを通じ各種サイトから得られる情報やサービスのこと。 

相 談 窓 口 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度

県消費者センター 17,292 11,147 10,560 9，862 9,429 9,523 10,539 9,911

県 県民生活課※1 － － － － － － 203 154

市

町

村 

市町村センター 
        ※2 

74,139  41,335 36,779 36,389 34,722 32,209 30,694 32,132

その他市町村 
        ※3 

4,132   2,687 2,485 2,015 2,033 2,166 1,946 1,280
 

 

合   計 95,563  55,169 49,824 48,266 46,184 43,898 43,382 43,477
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○ 商品テスト事業の状況 

県消費者センターにおいて、消費生活に係る商品テストを実施。 

 

 

 

４ 市町村における消費生活相談体制について 

 

① 消費生活相談窓口の状況               （平成２２年４月現在） 

区     分 市町村数 相談窓口開設状況（相談員配置） 

①消費生活センター設置市 １９ 週５日以上   １７市（内６市は一部土も開設）

週３日以上５日未満  １０市 

週１日以上３日未満  ７市町村 

月１日以上３日未満  ７市町村 ②消費生活相談員配置市町村（除く①） ２２ 

③職員が相談対応の市町村（除く②） １３ 特に設けていない（職員のみで対応） 

 

 

 

 

  （平成２４年４月現在） 

区     分 市町村数 相談窓口開設状況（相談員配置） 

①消費生活センター設置市 

（H23 茂原市・旭市・鎌ヶ谷市・印西市・君津市、 

H24 袖ケ浦市・白井市設置） 

２６ 週５日以上         ２６市町 

週３日以上５日未満    ６市 

週１日以上３日未満   １０市町 

月１日以上３日未満    ６市町 ②消費生活相談員配置市町村（除く①） ２２ 

③職員が相談対応の市町村（除く②） ６ 特に設けていない（職員のみで対応） 

 

区 分 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備 考 

食 料 品 ０ 件 ２ 件 ０ 件 ０ 件   ０ 件 表示偽装 等 

衣 料 品 

（内ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ) 

７ 件 

（１７件） 

１４ 件 

（１０件） 

７ 件 

（６件） 

３ 件 

（２件） 

  １３ 件 

（９件） 
穴あき、色落ち、変色 等 

住 居 品 ５ 件 ８ 件 ７ 件 ９ 件   ５ 件 
材質表示、ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ容器変

形、電気炊飯器の損傷 等 

そ の 他 ０ 件 ４ 件 １ 件 ３ 件   ０ 件 
ﾈｯｸﾚｽの品質、電気美容器

具の異常 等 

合  計 １２件 ２８件 １５件 １５件   １８件  
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② 相談員の配置状況                 （平成２４年４月現在） 

区   分 
雇   用   人   数 

1 人 2 人 3 人 4 人以上 

①センター設置市 
（２６市） 

-  (0%) ２ (8%) ４ (15%) ２０ (77%)

②相談員配置市町 
（２２市町村） 

１５ (69%) ５ (23%) 1 (4%) １  (4%)

合  計 １５ (31%) ７ (14%) ５ (11%) ２１ (44%)

※ 相談員総数（全市町村）：１５８人     
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５ 消費者教育・啓発事業の実施について 

消費者の自立を支援し、消費者自らが消費生活の安定・向上を図り、消費者被害の未然

防止ができるよう、各種啓発事業を実施。 

 

○ 消費者センターが実施した講座等 

区   分 
１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

回数 人員 回数 人員 回数 人員 回数 人員 回数 人員 

消費者大学（ﾘｰﾀﾞｰ養成

講座）H18 まで 

消費生活ｻﾎﾟｰﾀｰ養成 

講座 

2 265 4 157 2 183 2 93 2 264

消費者自立支援講座 78 6,878 70 6,797 78 4,412 77 5,110 116 10,962

出前相談 3 71 4 158 3 38 1 ２１ 2 33

合  計 83 7,214 78 7,112 83 4,633 81 5,224 120 11,259

対 

 

象 

 

別 

 

内 

 

訳 

一般消費者 12 646 16 595 19 1,072 24 886 11 574

ミドル 2 41 0 0 0 0 0 0 0 0

シルバー 32 1,953 21 1,122 17 721 22 908 32 1,683

ヤング 30 4,402 20 4,482 19 2,334 14 2,389 54 7,871

勤労者 2 63 3 92 0 0 1 65 0 0

教 員 0 0 2 70 0 0 2 48 2 33

消費者団体 0 0 0 0 0 0 1 20 0 0

市町村職員・ 

 消費生活相談員 
3 58 2 38 5 208 3 147 6 207

民生・児童委員 1 20 7 481 1 30 2 74 6 516

その他 1 31 7 232 5 268 12 687 9 375

 

○ 消費者フォーラムの開催（消費者団体との協働） 

 20 年度 

３回 ５９８人 

21 年度 

１回 ５１６人 

2２年度 

１回 ４２５人 

２３年度 

１回 ４６５人 

２４年度 

１回 ３９０人 

消費者 

ﾌｫｰﾗﾑ 

ｉｎ千葉 

6/10 教育会館 

 409 人 

6/８ 

千葉市文化 

センター 

５１６人 

6/７  

千葉市文化 

センター  

４２５人 

6/13  

千葉市文化 

センター  

４６５人 

5/24  

千葉市文化 

センター  

３９０人 

地域ﾌｫｰﾗﾑ 
（ﾐﾆﾌｫｰﾗﾑ） 

10/2 香取市 60 人 

12/1 八街市 129 人 

    

 ※ 地域フォーラムについては、平成 20 年度をもって終了 
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○ 金融広報事業 

※１ 22 年度は金融フェスティバルでの講演会参加者 

        （平成 23 年 1 月 8 日開催） 

   ※２ 金融・経済講演会 

          日 時：平成２３年１１月９日（水） （千葉市京葉銀行文化プラザ） 

        テーマ：「震災後の日本 ～金融経済の行方とわたしたちのくらし～ 」 

        講 師：蟹瀬 誠一氏（元 TBS キャスター、明治大学国際日本がう学部長） 

   ※３ 金融教育公開授業の開催 

        日 時：平成２３年１１月２９日（火） 

        会 場：県立市川昴高校：1,034 人（生徒：955 人、学校関係者・保護者等：７９人） 

        講 師：いちのせ かつみ氏（ＦＰ／生活経済ジャーナリスト） 

 

○ 消費者への情報提供 

必要とする人に必要な情報が届く体制の整備を進める。 

・ 消費者へ悪質商法の相談事例等の情報をホームページで提供 

・ 県民だより、市町村広報紙等を活用した消費者情報の提供 

・ 啓発用物資等の作成・配布 

 

○ 市町村消費者行政担当職員・消費生活相談員研修会の開催 

・平成 22 年度：４回 参加者２１７人 

・平成 23 年度：４回 参加者２２６人 

 

○ 市町村消費者行政担当課長会議の開催 

・平成 23 年 5 月 17 日 

・平成 24 年 5 月 15 日 

 

○ 全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）による消費生活相談情報等の共有 

全国消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）は、国民生活センターと全国の消費 

   生活センター等をネットワークで結び、寄せられた相談情報を収集、分析、提供するオンライン 

ネットワークシステムであり、平成２２年４月にシステムが刷新され、県内情報のみならず、全国の 

相談情報へのアクセスが可能となり、平成 24 年 4 月現在、県センター及び３０市１町に端末が 

設置されている。 

 

○ 消費者被害防止協議会の開催  

県消費者センター、市消費生活センター、県警察本部、庁内関係課（高齢者関連、不動産 

関連等）との連携を図り、悪質商法等による消費者トラブル・被害の未然防止対策や救済対策を 

協議。  

事  業  名 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

金融経済講演会 ４９４人 ３２６人 ４７１人 ※１  ４２６人 ※２  ３６４人 

金融教育公開事業 ３５０人 ４５９人 ３５７人  ３５７人 ※３ 1,034 人

金融広報 

アドバイザー派遣 

３，８０９人 

（53 回） 

２，４０２人 

（60 回） 

２，５５６人 

（62 回） 

３，２８１人 

（70 回） 

２，９６１人 

（66 回）  
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６ 学校における消費者教育の促進について 

基本計画に基づき、学校において、発達の段階に応じた体系的な消費者教育が効果的に実施 

されるよう、調査研究を行うとともに、教育委員会等と連携して消費者教育の充実を図る。 

また、消費者問題について、教職員や保護者に対する研修機会の拡大を図る。 

 

○ 学校における消費者教育推進連絡会の開催 

・ 平成２４年６月１日（金） 千葉市消費生活センター 

 

○ 教員対象研修会の実施 

・ 平成 22 年 8 月 3 日（火） 公開講座開催（参加者４２名） 

        テーマ： 「よのなか科における消費者教育実践報告」 

               講師：藤原 和博 

        テーマ： 「携帯電話とインターネットのトラブルについて」 

               講師：消費者センター消費生活指導員 清水 満由美 

・ 平成 23 年 8 月 25 日(木)  公開講座開催（参加者５４名） 

        テーマ：「主体的に考え、行動できる消費者の育成」（講演） 

              講師：小関禮子（帝京大学教職大学院准教授） 

        テーマ：「子どものための金銭教育（事例発表） 

              講師：細井幹夫（市川市コンシューマークラブ代表） 

   ・ 平成２４年８月２０日（月）公開講座開催（予定） 

 

○ 高校生向け啓発資材の配布 

   ・平成２２年度：県内の高校３年生（公立・私立）全員に「くらしの豆知識２０１１」を配付 

   ・平成２３年度：県内の高校３年生（公立・私立）全員に「オトナ社会へのパスポート 

～知っておきたいこれだけは～」県民提案事業により委託制作）を 70,000 部配布   

     

○ 金融・金銭研究校の委嘱 

健全な金銭感覚及び社会人として自立するための基礎的な金融知識の涵養を図るため、 

具体的かつ効果的方法を授業・実践活動・地域活動を柱として研究、実施する。 

・ 平成２３年度：高校２校委嘱＜県立市川昴高校、県立君津商業高校（新）＞ 

              小学校１校委嘱＜木更津市立木更津第一小学校（新）＞ 

  ・平成２４年度：高校１校委嘱＜県立君津商業高校＞ 

小学校１校委嘱＜木更津市立木更津第一小学校＞
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７ 事業者指導等について 

平成２１年度から、景品表示法及び割賦販売法に基づく事業者指導等について、消費者セ 

ンターに移管、併せて、担当主幹及び警察ＯＢの嘱託配置等、事業者指導体制を拡充し、悪 

質事業者に対する指導を強化した。 

なお、２２年度から消費者センターの事業者指導業務を県民生活課に移管の上、県民生活

課内に調査指導室を新設し、指導体制の強化を図った。 

 

○ 特定商取引法等による不当な取引を用いた悪質事業者の指導 

特定商取引法、千葉県消費生活条例等に基づき、不当な取引方法を用いた事業者に対し 

立入検査、指導・指示、勧告等を行い、消費者被害の未然防止や拡大防止を図る。 （件） 

区   分 
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

 うち五都県  うち五都県  うち五都県  うち五都県

特

商 

法 

業務停止命令 1 １ ２ ２ ４ ４ １ １ 

指示処分 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ 

指導 1 １ ７ ７ ６ ５ １４ ７ 

条

例 

勧告 ０ － ０ － ０ － ０ － 

指導 0 ０ １０ ９ ７ ６ １４ ７ 

事
業
者
数 

処分・勧告 1 １ ２ ２ ４ ４ ２ ２ 

指導 1 １ １１ １０ ７ ６ １４ ７ 

合  計 2 ２ １３ １２ １１ １０ １６ ９ 

※ 平成１６年３月からは、千葉、埼玉、東京、神奈川の４都県において、広域的に展開する悪質 

な事業者に対応するため、｢四都県悪質事業者対策会議｣を設置。 

２０年度から静岡県が加わり「五都県悪質事業者対策会議｣となった。 

 

○ 不当景品類等の防止 

景品表示法に基づき、不当な景品類や不当な表示による顧客の誘引を防止するため、違 

  反事業者に対する指導や消費者への普及啓発活動等を行い、事業者間の公正な競争を確保 

するとともに消費者の利益を保護する。                                    （件）         

区  分 
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

景品関係 表示関係 景品関係 表示関係 景品関係 表示関係 景品関係 表示関係

指     示 ０ ０ ０ １ ０    １ ０ ０ 

文 書 注 意 ０ ２ ０ １６ ０ １６ ０ 1３ 

口 頭 注 意 ０ １９ ０ １５ ０ １６ ３ ２４ 

公取委・消費
者庁への通知 

０ １ ０ ０ ０ ２ ０ ４ 

他機関への 
通知 

０ ４ ０ ５ ０ １ ０ ２ 

違反事実なし 
・打切り 

０ １３ ０ ６ ０ １９ ０ ２６ 

次年度繰越 ０ ０ ０ ０ ０ ５ １ １ 

計 ０ ３９ ０ ４３ ０ ６０ ４ ７０ 

※ 平成１７年１１月１日、千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県の４都県が、広域的・効果的な表示等の適正 

化を推進するため、「四都県広告表示等適正化推進協議会」を設置。 

１９年度から静岡県が加わり「五都県広告表示等適正化推進協議会」に改組。 
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○ 前払式割賦販売業者の指導 

割賦販売法に基づく許可業者のうち、県内のみに営業所を有する前払式特定取引業者 

について、各種の報告の徴収、立入検査及び指導を行う。 

本県では、互助会４社が対象事業者であり、毎年度、１事業者に、業務内容及び財務 

内容について立入検査を実施し、正常な事業運営に向けた指導を行っている。 

 

○ 消費生活協同組合の育成 

消費生活協同組合法に基づき、県内で活動している１８組合のうち、知事所管の１7

組合（連合会１、地域生協 9、職域生協７）の指導、育成を行った。（２３年度実績） 

 

 ○ 事業者の自主的な取組推進ネットワーク会議 

    県では、「事業者の自主的な取組推進ネットワーク会議」を設置し、消費者と事業者

との信頼関係を増進するため、事業者が目指す経営姿勢や経営理念について、具体的に

文書化し消費者に公表する“安全・安心お客さま憲章”（自主行動基準）の作成推進の

ため、周知・啓発事業を行い、安全・安心お客様憲章を作成した事業者には、店舗の入

り口や店内に貼れるシールを交付している。 

シ ー ル 見 本 

 

 
シールの大きさは、 

１０㎝の円形です。 
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